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医政発第０６１２００４号 

平成１５年６月１２日 

（一部改正  令和３年３月 3 1 日） 

（一部改正  令和４年３月 3 1 日） 

（一部改正  令和５年３月 3 1 日） 

各都道府県知事 殿 

厚生労働省医政局長 

医師法第 16条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の施行について 

医師の臨床研修については、医療法等の一部を改正する法律（平成12年法律第141号。以下

「改正法」という。）による医師法（昭和23年法律第 201号。以下「法」という。）の一部改正

により、インターン制度が廃止されて以来36年ぶりに抜本的な改革が行われることとなった。

すなわち、診療に従事しようとする全ての医師は、臨床研修を受けなければならないこととさ

れ、また、これに併せて、臨床研修の内容の検討を進め、医師が、適切な指導体制の下で、医

師としての人格をかん養し、プライマリ・ケアを中心に幅広く医師として必要な診療能力を効

果的に身に付けることができるものとすることとされたところである。これを踏まえ、平成 14

年 12月 11日に、医師法第 16条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令（平成 14年厚生

労働省令第158号。以下「臨床研修省令」という。）が公布・施行され、また、その後の検討を

受けて、平成15年６月12日に、医師法第 16条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の

一部を改正する省令（平成 15年厚生労働省令第105号）が公布・施行され、臨床研修制度が定

められたところである。さらに、医療法及び医師法の一部を改正する法律（平成 30 年法律第

79号。以下「平成 30年改正法」という。）により、臨床研修病院の指定権限が都道府県へ移譲

されたこと、臨床研修病院の定員設定の枠組みが法定化されたこと、臨床研修病院の管理者等

への報告徴収等の都道府県の監督規定が法定化されたこと等に伴い、平成 31 年３月 26 日に、

医師法第 16 条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の一部を改正する省令（平成 31 年

厚生労働省令第36号）が公布され、令和２年４月１日から施行され、下記のとおり、新たな臨

床研修制度が定められたところである。 
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臨床研修制度は、医師が、医師としての基盤形成の時期に、患者を全人的に診ることができ

る基本的な診療能力を修得することにより、医師としての資質の向上を図ることを目的として

おり、地域の医療提供体制の整備に当たっても、重要な役割を果たすことが期待されるもので

ある。ついては、貴職におかれても、臨床研修省令の趣旨、内容等について御了知の上、貴管

内の保健所設置市、特別区、医療機関、関係団体等に対して周知に努められたい。 

なお、従来は、医学を履修する課程を置く大学に附属する病院（以下「大学病院」とい

う。）であれば、そのまま臨床研修病院と同様の取り扱いをされることとなっていたが、平成

30 年改正法による改正後の法においては、他の病院と同様に都道府県知事の指定を受けなけれ

ばならないこととなった。臨床研修省令においては、指定に関し大学病院の特例に係る規定及

び文言が削除され、当該指定を受けた大学病院は、他の病院と同様に臨床研修病院と規定され

た。当該改正に伴い、「大学病院と共同して臨床研修を行う臨床研修病院の特例について」（平

成 15 年７月 28 日付け医政発第 0728001 号）及び「臨床研修を行う大学病院からの情報提供に

関する依頼について」（平成 15年７月 28日付け医政発第 0728002号）は廃止し、大学病院も他

の病院と同様に本通知を適用することとしたので併せて通知する。 

 

 

記 

 

第１ 臨床研修省令の趣旨 

法第16条の２第１項に規定する臨床研修については、改正法による法の一部改正により、

平成16年４月１日から、診療に従事しようとする全ての医師に義務付けられるところである

が、臨床研修省令は、法第16条の２第１項に規定する臨床研修に関して、臨床研修の基本理

念、臨床研修病院の指定の基準等を定めるものであること。 

なお、改正法附則第８条（臨床研修修了医師の登録に係る経過措置）の規定により、同日

前に医師免許を受けている者及び同日前に医師免許の申請を行った者であって同日以後に医

師免許を受けたものは、法第16条の６第１項の規定による臨床研修修了者の登録を受けた者

とみなされること。 

第２ 臨床研修省令の内容及び具体的な運用基準 

１ 用語の定義 

(1) 「臨床研修」 

法第 16条の２第１項に規定する臨床研修をいうものであること。 

(2) 「臨床研修病院」 
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送付すること。 

５ 臨床研修病院の指定の基準 

(1) 基幹型臨床研修病院の指定の基準 

都道府県知事は、基幹型臨床研修病院の指定を受けようとする病院の開設者から指定

の申請があった場合において、当該病院が次に掲げる事項に適合していると認めるとき

でなければ、基幹型臨床研修病院の指定をしてはならないこと。 

ア 臨床研修省令第２条に規定する臨床研修の基本理念にのっとった研修プログラムを

有していること。 

(ｱ) 研修プログラムには、次に掲げる事項が定められていること。なお、これらの事

項を明文化した冊子（電子データにより作成されたものを含む。）を作成すること

が望ましい。 

① 当該研修プログラムの特色 

② 臨床研修の目標 

「臨床研修の目標」は、「臨床研修の到達目標、方略及び評価」（別添）を参

考にして、臨床研修病院が当該研修プログラムにおいて研修医の到達すべき目標

として作成するものであり、「臨床研修の到達目標、方略及び評価」の「Ⅰ 到

達目標」を達成できる内容であること。 

③ プログラム責任者の氏名 

④ 臨床研修を行う分野並びに当該分野ごとの研修期間及び臨床研修病院又は臨床

研修協力施設 

「臨床研修を行う分野」とは、当該研修プログラムにおいて研修医が臨床研修

を受ける診療科等をいうものであること。内科、外科、小児科、産婦人科、精神

科、救急部門及び地域医療を「必修分野」とすること。また、一般外来での研修

を含めること。 

⑤ 研修医の指導体制 

⑥ 研修医の募集定員並びに募集及び採用の方法 

⑦ 研修医の処遇に関する事項 

次に掲げる事項をいうものであること。 

（ⅰ）常勤又は非常勤の別 

（ⅱ）研修手当、勤務時間及び休暇に関する事項 

（ⅲ）時間外勤務及び当直に関する事項 

（ⅳ）研修医のための宿舎及び病院内の個室の有無 
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病院に通知すること。 

⑨ 当該プログラムの研修医の募集及び採用の決定は、医師臨床研修マッチング前

に行うことができること。 

イ 医療法施行規則（昭和 23年厚生省令第 50号）第 19条第１項第１号に規定する員数

の医師を有していること。 

医師数については、「医療法第21条の規定に基づく人員の算出に当たっての取扱い

等について」（平成 10年６月 26日付け健政発第 777号、医薬発第 574号）に定める

常勤換算により算出された医師（研修医を含む。）の数をいうものであること。 

ウ 救急医療を提供していること。 

「救急医療を提供していること」とは、救急告示病院又は医療計画上、初期救急医

療機関、第二次救急医療機関若しくは第三次救急医療機関として位置付けられている

病院であって、初期救急医療を実施しており、適切な指導体制の下に救急医療に係る

十分な症例が確保できるものであることをいうこと。 

エ 臨床研修を行うために必要な症例があること。 

「臨床研修を行うために必要な症例があること」とは、「臨床研修の到達目標、方

略及び評価」の「Ⅰ 到達目標」を達成するために必要な症例が確保されていること

をいうものであること。入院患者の数については、年間 3,000人以上であること。 

当該病院における症例としては、内科及び救急部門について、その疾患等に過度の

偏りがないことが望ましいこと。このため、特定の分野の専門的医療を専ら行う病院

が基幹型臨床研修病院となることは望ましくないこと。 

各診療科での研修に必要な症例については、当該病院と協力型臨床研修病院及び臨

床研修協力施設の症例と合わせて必要な症例があること。例えば、救急部門を研修す

る病院にあっては救急患者の取扱件数が年間 5,000 件以上、内科、外科、小児科、産

婦人科及び精神科については、年間入院患者数 100 人以上（外科にあっては研修医１

人当たり50人以上）、産婦人科を研修する病院の分娩数については年間 350件以上又

は研修医１人当たり 10件以上が望ましいこと。 

オ 臨床病理検討会（ＣＰＣ）を適切に開催していること。 

カ 患者の病歴に関する情報を適切に管理していること。 

「患者の病歴に関する情報を適切に管理していること」とは、病歴管理者が選任さ

れており、診療に関する諸記録（診療録、病院日誌、各科診療日誌、処方せん、手術

記録、看護記録、検査所見記録、エックス線写真、紹介状、退院した患者に係る入院

期間中の診療経過の要約等）の管理が適正になされていることをいうものであるこ
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基幹型臨床研修病院の開設者は、臨床研修病院の指定の取消しを受けようとするとき

は、あらかじめ指定取消申請書（様式 13）を都道府県知事に提出しなければならないこ

と。 

(2) 協力型臨床研修病院の指定の取消しの申請 

協力型臨床研修病院の開設者は、臨床研修病院の指定の取消しを受けようとするとき

は、あらかじめ指定取消申請書（様式 13）を、共同して臨床研修を行う基幹型臨床研修

病院の開設者を経由して当該基幹型臨床研修病院の所在地を管轄する都道府県知事に提

出しなければならないこと。また、基幹型臨床研修病院の所在地を管轄する都道府県

と、協力型臨床研修病院の所在地を管轄する都道府県が異なる場合、協力型臨床研修病

院の開設者は、指定取消申請報告書（様式 27）を、当該協力型臨床研修病院の所在地を

管轄する都道府県あてに送付すること。 

(3) 都道府県知事は、(1)及び(2)の申請があった場合において、当該臨床研修病院の指定

を取り消すことが相当と認めるときは、その指定を取り消すことができること。 

なお、臨床研修病院の開設者は、当該指定が取り消されたときは、臨床研修病院指定

証を都道府県に返還すること。 

17 臨床研修病院に対する報告の徴収等 

(1) 都道府県知事は臨床研修病院群については、基幹型臨床研修病院の開設者又は管理

者に対し、法第 16 条の４第１項の規定に基づき、報告の徴収又は必要な指示をするこ

とができること。 

(2) 都道府県知事は、臨床研修病院の指定を受けようとする病院又は臨床研修病院が法

第 16 条の２第３項各号に規定する基準に適合しているかどうかを確認するために必要

があるときは、実地に調査（以下「実地調査」という。）することができること。 

(3) 厚生労働大臣は、臨床研修の実施に関し特に必要があると認める場合には、臨床研

修病院の開設者又は管理者に対し、当該者の同意を得て実地調査を行い、若しくはそ

の業務に関し所要の報告を求め、又は必要な措置をとるべきことを請求することがで

きること。 

(4) 都道府県知事が(1)の報告若しくは必要な指示又は(2)の実地調査を行った場合は厚

生労働大臣に、厚生労働大臣が(3)の実地調査若しくは報告の徴収又は必要な措置をと

るべきことの請求を行った場合には、都道府県知事に、その内容について通知するも

のとすること。 

   当該通知は管轄する都道府県と地方厚生局間で行うものとすること。 

18 臨床研修の評価 

user
ハイライト表示

user
ハイライト表示



39 

ついても、臨床研修省令の規定に従い、臨床研修を行わなければならないものであるこ

と。 

(5) 平成 16年４月１日前に法第 16条の２第１項の規定による指定を受けている病院につ

いては、改正法附則第９条（指定病院に係る経過措置）の規定により、改正法による改

正後の法第16条の２第１項の規定による指定を受けている病院とみなされるものである

こと。具体的には、同日前に、主病院の指定を受けている病院については臨床研修省令

に基づく基幹型臨床研修病院と、従病院の指定を受けている病院については臨床研修省

令に基づく協力型臨床研修病院とみなされるものであること。また、医師法第16条の２

第１項に規定する臨床研修に関する省令の一部を改正する省令（平成21年厚生労働省令

第 105 号）の施行前に単独型又は管理型臨床研修病院として指定を受けている病院につ

いては、臨床研修省令に基づく基幹型臨床研修病院とみなされるものであること。 

(6) 「医師法第16条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の施行について」の一部

改正について（平成 30 年７月３日付け医政発 0703 第２号厚生労働省医政局長通知）に

よる本通知の改正は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第２の４（臨床研修病

院の指定の申請）及び９（研修プログラムの変更又は新設の届出）の改正については、

平成 30年７月３日から施行する。 

(7) 「医師法第16条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の施行について」の一部

改正について（平成 31年３月 29日付け医政発 0329第 23号厚生労働省医政局長通知）

による本通知の改正は令和２年４月１日から施行する。 

第３ 当面の取扱い 

１ 趣旨 

医師臨床研修制度の実施に伴い、医療機関において医師の確保が困難となる可能性な

ど、地域医療に与える影響を懸念する指摘があることから、当分の間は臨床研修病院の指

定基準について以下の取扱いとするものであること。 

２ 基幹型臨床研修病院の指定の基準について 

(1) 医師法第16条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の一部を改正する省令（平

成21年厚生労働省令第105号）附則の規定により、基幹型臨床研修病院とみなされた単

独型臨床研修病院又は管理型臨床研修病院が、平成 24 年４月１日以降、前述第２の５

(1)エの基幹型臨床研修病院の指定基準を満たさない場合にあっては、都道府県知事

は、個別の実地調査等により、適切な指導体制が確保され、かつ、研修医が基本的な診

療能力を修得することができると認められる場合に限り、基幹型臨床研修病院として指

定を継続するものであること。 
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